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（7）樹脂注入工 

液状の接着樹脂に固化材を混ぜ、十分に撹拌し、パネル背面の既設水路躯体との隙間へ

注入する。接着樹脂は少量ずつ混合し、数回に分けて空気だまりが無いよう目視と打診棒

等で打音を確認しながら注入する。常に充填量を測定しながら確実に注入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.2.2-4 樹脂注入工 

 

（8）仕上げ工 

樹脂注入後、パネル表面の保護シートを剥がし清掃する。パネル及び樹脂注入部の上端

部を側壁の天端にシーリング材を用いて斜めにすり付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.2.2-5 仕上げ工 
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5(3)イ(イ)1) 施工時の留意事項 
1.  使用材料の保管及び取り扱い 

使用する材料は、パネルに反りや欠けができないように保管や取り扱いに注意する。直

射日光を避け、ゴミ、雨、雪等の影響を受けないように密閉した状態で保管する。 

 

2.  ドライ施工 

パネル接着工法は、接着材を使用するため、雨天の施工は厳禁とし、ドライ施工を基本

とする。壁面に湿気があっても施工は可能であるが、水膜があるほど濡れた状態で施工し

てはならない。接着面に湧水が認められた場合には、モルタル詰め等の簡易止水作業を行

う。また、天候によりシート養生が必要な場合は、事前に準備工を行う。表面の湿潤状態

の目安は、コンクリート表面の含水率が 6.5％以下とする。この状態は、表面が黒くしみ

て見えても、手で直接触って手に水が付着しない状態が目安である。 
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5(3)ウ アンカー固定方式パネル工法（無収縮モルタル注入型） 

5(3)ウ(ア) 要求性能・品質規格 

アンカー固定方式パネル工法（無収縮モルタル注入型）に使用する材料・工法は、材料毎

に所定の品質規格を満足しなければならない。 

 
表 5.3.3.1-1 アンカー固定式パネル工法（無収縮モルタル注入型）の主な使用材料（例） 

材 料 アンカー固定方式（無収縮モルタル注入型） 

パネル材料 

強化プラスチック複合板 
硬質塩化ビニル板 
レジンコンクリート板＊1 
超高強度繊維補強コンクリート板 

固定材料 
金属拡張式アンカーボルト 
二液注入型接着系アンカー 

パネル目地材＊2 
樹脂系目地材等＊3 

成型目地材 

裏込材 無収縮モルタル系注入材 
＊1 コンクリートは骨材等の結合材としてセメントを用いるが、レジンコンクリートは結合材として樹脂（不飽

和ポリエステル樹脂、ガラス繊維、硅砂炭酸カルシウム）を用いる。その配合は製品により異なる。 
＊2 アンカー固定式パネル工法（無収縮モルタル型）では、裏込材の水中不分離性について品質規格を規定して

おり、目地材に水の侵入抑制効果を期待していないために目地材の照査は不要である。 
＊3 ウレタン系、変性シリコーン系目地材又はポリエステル系の目地材を用いる。 

 

5(3)ウ(ア)1) パネル材料 
アンカー固定式方式パネル工法（無収縮モルタル注入型）に使用するパネル材料は、表

5.3.3.1-2 の品質規格を満足しなければならない。 

表 5.3.3.1-2 アンカー固定方式パネル工法の品質規格(例)＊3＊4 

要求性能項目 品質項目 照査方法 品質規格値(案) 

基
本
的
性
能 

耐候性＊1 
紫外線に 

よる劣化 

JSCE-K 511 

（キセノン式 4,000 時間＊2 又は

サンシャイン式 2,400 時間＊2） 

膨れ、ひび割れ、剥がれ、変形

がないこと 

耐摩耗性 摩耗深さ 

表面被覆材の水砂噴流摩耗試験

（案)  （材齢 28 日、20 時間経

過後＊2） 

標準供試体に対する平均摩耗深
さの比が 
無機系：1.5 以下 
有 機 系 ： 0.2 以 下 （ 部 材 厚

2.1mm 未満） 

部材圧の 1/3 以下（部材厚

2.1mm 未以上） 
＊1 無機系パネル材を使用する場合は、耐候性の照査は不要である。 
＊2 補修の効果が期待される期間を 40 年とした場合の例を示す。右欄に示す規格値（案）も同じ。 

＊3 併せて不陸調整工を行う場合は、本表の他に表 5.2.3-1 に準じて不陸調整材に関する品質試験を行う。 
＊4 パネルと既設コンクリートの間にグラウト材を充填する場合は、本表の他に表 5.3.3.1-5 アンカー固定

方式パネル工法のグラウト材の品質規格に準じてグラウト材に関する品質試験を行う。なお、パネルと

既設コンクリートの間に緩衝材を配置する場合は、別途品質規格を設定の上、照査するものとする。 
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【解説】 

1.  品質項目 

補修の効果が期待される期間中、アンカー固定方式パネル工法の要求性能が保持される

よう、アンカー固定方式パネル工法の材料・工法が有するべき品質規格を設定するものと

し、表 5.3.3.1-2 に例示する。 

ここに示す品質規格は、主に摩耗、中性化、凍害により劣化が生じている開水路の耐久

性の回復又は向上を目的として行うアンカー固定方式パネル工法の要求性能を対象として

いる。既設水路の変状等を検討の上、適切に準用されたい。 

 

2.  品質規格 

①  耐候性 

開水路では、部位によって異なるが、通常は太陽光による紫外線を受けた状態で供用

され、紫外線や温度変化等に起因する有機系材料の劣化が生じる。したがって、パネル

工法の効果が期待される期間中、紫外線等による品質の変化が小さいことが要求される。

材料、仕様によっては耐候性が劣るものもあるため、耐候性の品質規格に適合した適切

な材料・工法を適用し、膨れ、ひび割れ、剥がれ等の劣化を抑制する必要がある。 

なお、パネルの構成材料は様々であるが、工場製作のため緻密で高強度の材質であり、

パネル厚を勘案すると耐候性は長期間確保できることが想定される。 

 

【照査方法】 

耐候性の照査は、野外で使用される材料の品質や劣化の傾向を迅速に評価することが

でき、野外で使用された後に観察される材料の変化に近似した状態を再現できる促進耐

候性試験により行う。パネル工法の効果が期待される期間を 40 年とした場合、その試験

時間は JSCE-K 511「表面被覆材の耐候性試験方法（案）」によるキセノン式 4,000 時間、

若しくはサンシャイン式 2,400 時間となる。 

 

【品質規格値】 

品質規格値は、促進耐候性試験後、膨れ、ひび割れ、剥がれ、変形がないこととする。 

 

②  耐摩耗性 

農業水利施設の開水路では、流水や混入土砂によるすり磨き及び衝撃によって選択的

摩耗 2)が生じる。一方、パネル材は、緻密で高強度の材質であり、JIS モルタルと比べて

も耐摩耗性が優れている。また、パネル厚は、一般に 10mm 程度あるため、長期の耐摩

耗性に優れているが、土砂の摩耗作用や衝撃により摩耗するため、耐摩耗性が要求され

る。 

 
2) 長束 勇、上野 和弘、渡嘉敷 勝、石井 将幸：水砂噴流摩耗試験機の試作とその性能評価、農業農村工学会論文集 

No.266、2010.4、pp.25-31 
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【照査方法】 

パネル工法の耐摩耗性は、開水路コンクリートに生じている選択的摩耗を考慮し、水

流摩耗試験により評価することとした。水流摩耗試験としては、水砂噴流摩耗試験 2)に基

づく。 

なお、パネル工法の効果が期待される期間を 40 年と想定した場合、水砂墳流摩耗試験

(水圧 2MPa)により、材齢 28 日のあらかじめ決められた補修材供試体 3 個の 20 時間後の

平均摩耗深さを照査する。 

 

【品質規格値】 

品質規格値は、水砂噴流摩耗試験装置における、標準モルタルの 10 時間平均摩耗深さ

の基準値 A mm（＝3.5mm）＊1と各補修材の平均摩耗深さ B mm の比「B/A」で規定する。

品質規格値 B/A は、表 5.3.3.1-3 に示すとおりである。 

なお、補修対策の効果が期待される期間を 40 年と想定している工法はパネル工法のみ

である。長束らによる表面被覆工法の材料を対象とした水砂噴流摩耗試験結果 4)では、摩

耗時間と平均摩耗深さは線形的な比例関係が示されている。よって、標準モルタル供試

体と補修材の平均摩耗深さの比である品質規格値において、パネル工法における補修の

効果が期待される期間 40 年の品質規格値（B/A）は、補修の効果が期待される期間 20 年

（水砂噴流摩耗試験で 10 時間相当）の品質規格値（B/A）と同一値とする。このとき、

各補修材の水砂噴流摩耗試験による B/A の算出における標準モルタル供試体の平均摩耗

深さの基準値 A は 7.0 mm を用いてよい。 

また、被覆厚さの設計に際しては、表面被覆工の経年的な摩耗量を見込んだ上で必要

な被覆厚さを検討するよう注意しなければならない。 

表 5.3.3.1-3 パネル材ごとの耐摩耗性の品質規格値 

材料の種類 標準モルタル供試体の 10 時間

平均摩耗深さの基準値[A] 

(3.5mm)＊1と補修材の平均摩

耗深さ[B]の比（B/A） 

参考＊2： 

補修材の許容平均摩耗深さ 

（20 時間） 

mm 

無機系パネル材 1.5 以下 10.5 以下＊3 

（1.5 [B/A]×7.0 [A]＝10.5） 

有機系パネル材＊4 0.2 以下＊4 1.4 以下 

（0.2 [B/A]×7.0 [A]＝1.4） 

 ＊1 標準モルタル供試体の平均摩耗深さの基準値 [A] 3.5mm は、これまでに水砂噴流摩耗試験で得られた標準モ

ルタル供試体 10 時間平均摩耗深さの母平均及び標準誤差より算出し、安全側を考慮し実測データの母平均

3.62mm より 0.5mm 刻みで切り捨てした。 

 ＊2 補修材の許容平均摩耗深さ（20 時間）は、20 時間平均摩耗深さの基準値[A] (7.0mm) × B/A より算出した値。

小数点 2 桁とした場合では計測が困難となるため、安全側に値の端数を切り捨てた小数点 1 位の値とした。 

 ＊3 一般的に無機系パネル工法の厚みは 10 ㎜以上であり、許容平均摩耗深さを下回る厚みの材料を想定していな

い。 

 
2) 長束 勇、上野 和弘、渡嘉敷 勝、石井 将幸：水砂噴流摩耗試験機の試作とその性能評価、農業農村工学会論文集 

No.266、2010.4、pp.25-31 
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 ＊4 有機系では、補修材料の部材厚の 1/3 と補修材の平均摩耗深さ [B] のうち小さい方を許容値とすることを基本

とするが、部材厚が 2.1mm（0.7mm の 3 倍）を上回る場合は、部材厚の 1/3 を許容値とする。 

 

＜設定例＞ 

パネル工法（有機系パネル材）の効果が期待される期間 40 年に相当する水砂噴流摩耗

試験時間は 20 時間である。パネル工法（有機系材料）の部材厚を 2.0mm（2.1mm 以

下）とした場合、補修材料の部材厚の 1/3 は 0.6mm (＝部材厚 2.0mm×1/3 を安全側に値

の端数を切り捨て小数点 1 位とした値) であり、補修材の平均摩耗深さ 0.7mm より小さ

くなるため、許容値は 0.6mm とする。パネル工法（有機系材料）の部材厚を 10.0mm

（ 2.1mm 以上）とした場合、許容値は部材厚の 1/3 である 3.3mm（＝部材厚

10.0mm×1/3 を安全側に値の端数を切り捨て小数点 1 位とした値）とする。（全ての部材

厚でパネル厚の 1/3 が許容値となるが、耐摩耗性の品質規格値を B/A と規定したことか

ら、表 5.3.3.1-2 では B/A 値 0.2 以下を記載した。） 

 

なお、促進期間や規格値の設定の詳細については、「4(2)エ 要求性能毎の品質規格」

【解説】に示す「照査方法と品質規格の考え方」4. 耐摩耗性を参照のこと。 
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5(3)ウ(ア)2)  固定材料（アンカー） 
アンカー固定式方式パネル工法（無収縮モルタル注入型）に使用するアンカーは、表

5.3.3.1-5 の品質規格を満足しなければならない。 

 

表 5.3.3.1-5 アンカー固定方式パネル工法の品質規格(例)＊2＊3 

要求性能項目 品質項目 照査方法 品質規格値(案) 

基

本

的

性

能 

引抜 
抵抗性 

アンカー引抜強度 
(一社)日本建築あと施工アン

カー協会技術部会「あと施工

アンカー試験方法」＊4 

各アンカーに作用する荷重

がアンカーの許容引抜力以

下 
（次頁参照） 

＊1 補修の効果が期待される期間を 40 年とした場合の例を示す。右欄に示す規格値（案）も同じ。 

＊2 併せて不陸調整工を行う場合は、本表の他に表 5.2.3-1 に準じて不陸調整材に関する品質試験を行う。 
＊3 パネルと既設コンクリートの間にグラウト材を充填する場合は、本表の他に表 5.3.3.1-7 アンカー固定

方式パネル工法のグラウト材の品質規格に準じてグラウト材に関する品質試験を行う。なお、パネルと

既設コンクリートの間に緩衝材を配置する場合は、別途品質規格を設定の上、照査するものとする。 
＊4 試験値平均値で照査を行う。試験本数は、3 本以上とする。 

 

【解説】 

1.  品質項目 

補修の効果が期待される期間中、アンカー固定方式パネル工法の要求性能が保持される

よう、アンカー固定方式パネル工法の材料・工法が有するべき品質規格を設定するものと

し、表 5.3.3.1-5 に例示する。 

ここに示す品質規格は、主に摩耗、中性化、凍害により劣化が生じている開水路の耐久

性の回復又は向上を目的として行うアンカー固定方式パネル工法の要求性能を対象として

いる。既設水路の変状等を検討の上、適切に準用されたい。 

 

2.  品質規格 

①  引抜抵抗性（アンカー許容引抜力） 

アンカー固定式パネル工法は、アンカーにより既設水路躯体とパネル材の一体化を図っ

ているため、アンカーの引抜抵抗性(アンカー引抜強度)は「基本的性能」として扱う。 

多様な環境条件で供用される開水路では、水分・温度等の変化を受けるため、施工初期

の引抜抵抗性のみならず、パネル工法の効果が期待される期間中の既設コンクリート躯体

との引抜抵抗性が要求される。 
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【照査方法及び品質規格値】 

「あと施工アンカー試験方法」（（一社）日本建築あと施工アンカー協会技術部会）に準

ずる。 

アンカー許容引抜力の品質規格値は、グラウト材充填時の充填圧(短期荷重)と浸透水に

よる浸透圧(長期荷重)の２種類を考慮したアンカー引抜強度に安全率 1.0（充填圧）又は

2.0（浸透圧）を乗じた値のうち、大きい方とし、算定式の例を以下に示す。計算条件は

表 5.3.3.1-6 のとおりとする。 

 

グラウト材充填時の充填圧(短期荷重) 

 

 

 

浸透水による浸透圧(長期荷重) 

 

 

 

アンカーの許容引抜力＝（PM×1.0とPw×2.0のうち大きい値） 

          ＝ Po 

 

表5.3.3.1-6 アンカー許容引抜力の計算条件 

項  目 備  考 

Po   アンカー1本あたりに必要な許容引抜力 (kN/本)  

 γM 無収縮モルタル単位体積重量(kN/m3) 製品による 

 γw  浸透水単位体積重量(kN/m3) 10 

 H  水路高さ(m) 現場による 

 B  板幅(m) 現場による 

 L  板長(m) 現場による 

 A  パネル面積当たりのアンカー打設数(本) 現場及び製品による 

 S  安全率 1.0（充填圧：短期荷重） 

2.0（浸透圧：長期荷重） 

W 

M 
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5(3)ウ(ア)3) 裏込め材料（無収縮モルタル） 
アンカー固定方式パネル工法に使用するグラウト材は、表 5.3.3.1-7 の品質規格を満足

しなければならない。 

表 5.3.3.1-7 アンカー固定方式パネル工法のグラウト材の品質規格 

要求性能項目 品質項目 照査方法 品質規格値(案) 

基
本
的
性
能 

無収縮性 収縮度 JSCE-F 533(材齢 7 日) 収縮しないこと 

耐圧縮性 圧縮強度 JSCE-G 505(材齢 28 日) 21.0N/mm2 以上 

個
別
的
性
能 

水中不分離性 水中気中強度比 

JSCE-D 104 

圧縮強度の水中気中強度

比(材齢28日)＊1 

80％以上 

＊１ 気中作製供試体の圧縮強度に対する水中作製供試体の圧縮強度の比率。 

 

【解説】 

1.  品質項目 

パネル工法の効果が期待される期間中、パネル工法の要求性能が保持されるよう、グラ

ウト材が有するべき品質規格を設定する。グラウト材は、既設水路とパネルの隙間に確実

に充填するため、無収縮性と耐圧縮性が要求される。 

 

2.  品質規格 

①  無収縮性 

【照査方法】 

試験方法は、JSCE-F 533「ＰＣグラウトのブリーディング率及び膨張率試験方法(案)」

に準拠し、グラウト材の収縮の有無について照査を行う。 

 

【品質規格値】 

品質規格値として(株)高速道路総合技術研究所の「構造物施工管理要領」を参考に、材

齢 7 日で収縮しないこととする。 

 

②  耐圧縮性 

【照査方法】 

試験方法は、JSCE-G 505「円柱供試体を用いたモルタル又はセメントペーストの圧縮

強度試験方法(案)」に準拠し、グラウト材の圧縮強度の照査を行う。 

 

【品質規格値】 

品質規格値は材齢 28 日の圧縮強度を 21.0 N/mm2以上とする。 
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③  水中不分離性 

開水路の底版等充填する空間に水がある場合は、個別性能項目として水中不分離性を照

査する。 

なお、一般的にモルタルの充填性はセメント量が多くなると圧縮強度が向上する一方で、

流動性が低下する傾向にある。パネルと既設躯体の離隔幅が狭い場合、圧縮強度（水中不

分離性）に併せて材料の流動性も照査する必要がある。 

 

【照査方法】 

試験方法は、JSCE-D 104「コンクリート用水中不分離性混和剤品質規格」に準拠し、

グラウト材の圧縮強度の水中気中強度比を照査する。 

 

【品質規格値】 

品質規格は材齢28日で圧縮強度の水中気中強度比を80％以上とする。 

なお、ドライワークでの施工が可能な場合はこの規定は除外することができる。 

＜参考＞ 

グラウト材の充填性は、パネルと既設躯体の離隔幅に応じて流動性（流下時間、フロー

値等）及び施工温度、ブリーディングの有無、骨材粒径等を現場に照らし合わせ照査する

ものとする。 

 

5(3)ウ(イ) 施工方法 

アンカー固定式パネル工法（無収縮モルタル注入型）の標準的な施工手順を以下に示す。 

 

（1）準備工 

（2）不陸調整工（必要に応じて） 

（3）パネル取付工 

（4）パネル目地工 

（5）グラウト注入工 

（6）養生工及び仕上げ工 

 

【解説】 

（1）準備工 

準備工については、「4(3)ア 準備工」を参照されたい。 

なお、必要に応じて、事前にアンカーボルトの引抜強度を確認する。アンカー引抜強

度試験において引抜強度が品質規格を下回った場合は、打設アンカーの数量を見直す。 

侵入水や湧水のある箇所については、事前に止水又は導水対策を行う。 

 

（2）不陸調整工（必要に応じて） 

凹凸が大きい箇所等、必要に応じて、既設水路躯体（下地コンクリート）表面の不陸

調整を行う。 
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（3）パネル取付工 

既設水路躯体にアンカーボルトでパネルを固定するが、材料・工法の違いにより取り

付け方法が異なる。 

固定金物を設置する仕様の場合は、事前に固定金物を接着系アンカーボルト等で水路

躯体に固定した後、固定金物にパネルを取り付ける。 

金属拡張式アンカーで躯体に直接取り付ける仕様の場合は、事前に、水路底版及び側

壁にドリル等で穿孔のうえ内部を清掃し、パネルにはアンカー挿入孔とパネル背面に水

路躯体との間隔を確保するスペーサーを取り付ける。その後、パネルと躯体のアンカー

孔を合わせ、アンカーを打設してパネルを取り付ける。 

アンカー取付時の穿孔径はアンカーに対して大きすぎない様留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.3.2-1 アンカー打設用下穴削孔    写真 5.3.3.2-2 アンカー打設によるパネル取付工 

 

（4）パネル目地工 

パネルの継目部にプライマーを塗布し、乾燥後に目地材を充填する。充填後は、ヘラ

等で平滑に仕上げ、養生を行う。 

 

写真 5.3.3.2-3 パネル目地工 

 

（5）グラウト注入工 

既設水路躯体とパネルの間にグラウト材を注入し、注入後は、所定の期間養生を行う。 

グラウトの打設圧力でパネルの変形が想定される場合は、必要に応じて、支保工を設

置する。 

なお、グラウト打設圧に対して抵抗できる剛性を有するパネルを使用する場合は、支

保工設置を省くことができる。 
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写真 5.3.3.2-4 グラウト注入工（ポンプ圧入の場合） 

（6）仕上げ工 

側壁の天端部及び上下流端部等をシーリング材等により仕上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.3.2-5 仕上げ工 

 

5(3)ウ(ウ) パネル本体の施工中及び施工後の安全性 

パネル本体の施工中及び施工後の安全性については、グラウト材充填時の充填圧力又は浸

透水による背面圧力に対して、それぞれ安全率が1.0以上又は2.0以上となるよう照査する。 

 

【解説】 

パネル材料の必要強度はパネルの材質や施工方法等により異なるため、一律に規定するこ

とはできないが、パネル本体がグラウト材充填時の充填圧力又は浸透水により破壊しないこ

とを照査する必要がある。この際グラウト材の充填圧力については、短期荷重であるため安

全率を1.0以上、背面圧力については長期荷重であるため、安全率を2.0以上考慮する。 

なお、背面圧力は一般には水路壁高までの水圧を考慮すればよいが、水路近傍の地山が高

く、背面水圧が壁高より大きいと考えられる場合は、想定される背面水圧に2.0以上の安全係

数を乗じて照査する。 
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5(4) シート工法 

5(4)ア 工法の概要・特徴 

シート工法は、劣化因子である二酸化炭素、塩化物イオン、水分、硫化水素等の侵入の抑

制、漏水の遮断、通水性の改善（向上）を目的として、特に被覆の構成要素の一つとしてシ

ートを設置することにより、開水路の表面を被覆する工法である。シート工法には、無機系

ライニングシート工法とＦＲＰシート工法がある。 

（1）材料 

シート工法に使用するシート材は有機系材料であり、ＦＲＰ（繊維強化プラスチック）又

はＥＶＡ（エチレン酢酸ビニル）樹脂である。 

（2）工法 

シート工法の施工方法は、開水路の表面に接着材料を塗布し、シートを接着する。 

無機系ライニングシート工法は、外傷防止のため無機系材料によりシート表面に保護層を

設けるため、ひび割れ追従性が小さいが、ＦＲＰシート工法はひび割れ追従性を有する。 

 

【解説】 

（1）材料について 

無機系ライニングシート工法に使用されるシート材は、ＥＶＡ（エチレン酢酸ビニル）

樹脂系のシート遮水材である。維持管理時の外傷防止のため無機系材料による保護層を設

ける。 

ＦＲＰシート工法に使用されるシート材は、工場でガラス繊維にエポキシアクリレート

樹脂等と光硬化開始材を含浸させシート状にしたものであり、紫外線を照射することで樹

脂硬化が開始する複合材料であり、硬化後は強靭な被膜となる。 

無機系ライニングシート工法及びＦＲＰシート工法の断面の例を図 5.4.1-1 に示す。 

 

 

 

 

 

無機系ライニングシート工法               ＦＲＰシート工法 

図 5.4.1-1  シート工法の断面例 

（2）工法について 

シート工法の施工方法は、下地処理後、開水路の表面にプライマー及び接着用材料を塗

布し、工場で薄膜状に成形されたシートを貼り付け一体化するものである。いずれの工法

も付着力を確保するためには、各製品が推奨する所定のプライマー及び接着材料を使用す

ることが望ましい。 

無機系ライニングシート工法は、シート貼り付け後、左官により保護モルタルを塗布し、

養生を行う。 

 トップコート塗布（ポリウレタン樹脂）

ＦＲＰシート（光硬化型）

ﾌﾟﾗｲﾏｰ工及び樹脂系接着材料

コンクリート水路躯体

保護モルタル

起毛付きシート材

ポリマーセメントペースト

プライマー工

コンクリート水路躯体
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ＦＲＰシート工法は、太陽光線又は照射装置により紫外線を照射することで、貼り付け

たＦＲＰシートを硬化させ、仕上げ工を行う。 

 

5(4)ア(ア) 施工手順 

1.  無機系ライニングシート工法 

下地処理工の後に表面被覆工（プライマー工、接着材料塗布、シート材貼り付け）、左

官により保護モルタルを塗布する。 

 

2.  ＦＲＰシート工法 

下地処理工の後に表面被覆工（プライマー工、ＦＲＰシート貼り付け）と紫外線照射、

トップコート塗布を行う。 

 

5(4)ア(イ) その他の特徴 

1.  無機系ライニングシート工法 

シート材は、接着用ポリマーセメントとの接着性向上のため、シート表面に特殊な起毛

処理が施されている。シート材自体は伸び特性に優れているが、工法としては無機系材料

による保護モルタル層を施すため、ひび割れ追従性は小さくなる。 

既設水路躯体に幅が変動するひび割れが存在すると被覆材自体にもひび割れが生じる可

能性があるため、既設水路躯体の状況に応じて適切なひび割れ補修対策を講ずる必要があ

る。 

 

2.  ＦＲＰシート工法 

紫外線照射による硬化前のシート材は柔軟であり、施設形状に応じて自由に施工するこ

とが可能であり、目地部の伸縮に対応する性能を有する製品もある。 

施工後の維持管理においては、表面が滑らかになるため、水路内での作業の際、転倒に

注意する必要がある。また、清掃作業の際、鋭利な道具等で傷付けないよう配慮が必要で

あるほか、施工箇所付近で火気を使用する場合は、被覆材に直接火が接しないよう注意が

必要である。 
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5(4)イ 工法の要求性能・品質規格 

シート工法に使用する材料・工法は、表 5.4.2-1 の品質規格を満足しなければならない。 

表 5.4.2-1 シート工法に使用する材料・工法の品質規格(例) 

要求性能項目 品質項目 照査方法 品質規格値(案) 

基
本
的
性
能 

耐侯性＊3 紫外線による
劣化 

JSCE-K 511 
キセノン式 2,000 時間＊1又は
サンシャイン式 1,200 時間＊1

後の変状 

膨れ、ひび割れ、剥が

れがないこと 

付着性 付着強さ＊5 

JSCE-K 561 
(乾湿・温

冷繰返し

回数は 10
サイクル
＊1) 

標準条件 

1.5N/mm2以上 多湿条件 

低温条件 

水中条件＊2 

1.0N/mm2以上 乾湿繰返し条件 

温冷繰返し条件 

耐摩耗性 摩耗深さ 
表面被覆材の水砂噴流耗試

験(案)（材齢28日、10時間経

過後＊1）  

標準供試体に対する

平均摩耗深さの比 
無機系ライニングシー

ト工法：1.5以下 
FRPシート工法：0.2
以下 

ひび割れ 
追従性＊3 

伸び量 JSCE-K 532（標準状態） 
中追従：0.4mm 以上 

高追従：1.0mm 以上 

伸び量 
（繰返し条件下） 

JSCE-K 532＊6 
（ 標 準 状 態 、 初 期 変 位

0.2mm、伸縮±0.1mm、変位

速度1.0Hz、繰返し回数7,300
回以上＊1） 

破断が無いこと 

個
別
的
性
能 

耐凍害性＊4 相対動弾性係数 
JIS A 1148 
（A法300サイクル） 

85%以上 

＊1 補修の効果が期待される期間を 20 年とした場合の例を示す。右欄に示す規格値（案）も同じ。 

＊2 JSCE-K 561（水中条件）における、供試体作製後、水中養生を開始するまでの気中養生は、温度 20 ± 2℃、

相対湿度 60 ± 10％の状態で 7 日間行うものとする。 
＊3 耐候性、ひび割れ追従性はＦＲＰシート工法のみ照査が必要である。 
＊4 耐凍害性は無機系ライニングシート工法のみ照査が必要である。 
＊5 シート工法に併せて不陸調整工を行う場合、本表の付着強さ試験は不陸調整材を用いた仕様で供試体を作成し

実施する。また、本表の他に表 5.2.3-1 に準じて不陸調整材に関する品質試験を行う。 
*6 試験の詳細は「表面被覆材の繰返しひび割れ追従性試験方法(案)」を参照。 
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【解説】 

5(4)イ(ア) 品質項目 

補修の効果が期待される期間中、シート工法の要求性能が保持されるよう、シート工法の

材料・工法が有するべき品質規格を設定するものとし、表 5.4.2-1 に例示する。 

ここに示す品質規格は、主に摩耗、中性化、凍害により劣化が生じている開水路の耐久性

の回復又は向上を目的として行うシート工法の要求性能を対象としている。既設水路の変状

等を検討の上、適切に準用されたい。 

 

5(4)イ(イ) 品質規格 

5(4)イ(イ)1) 耐候性 
部位によって異なるが、開水路では通常、太陽光による紫外線を受けた状態で供用され

る。 

したがって、シートについては、日照(紫外線、太陽熱)や乾湿・温冷の影響を受けても脆

弱化しない、耐候性が要求される。シートの種類及び厚さ等によって耐候性が異なるため、

施工後の環境条件及び使用するシート工法の性能を把握した上で、適切な材料・仕様を選

定する必要がある。 

なお、無機系ライニングシート工法は、表面が保護モルタルで覆われているため、以上

の劣化は生じないものとし、照査の必要はないものとする。 

 

【照査方法】 

耐候性の照査は、野外で使用される材料の品質や劣化の傾向を迅速に評価することができ、

野外で使用された後に観察される材料の変化に近似した状態を再現できる促進耐候性試験に

より行う。 

シート工法の効果が期待される期間を 20 年とした場合、その試験時間は JSCE-K 511

「表面被覆材の耐候性試験方法（案）」によるキセノン式 2,000 時間、あるいはサンシャイ

ン式 1,200 時間となる。 

 

【品質規格値】 

ＦＲＰシート工法の品質規格値は、促進耐候性試験後、膨れ、ひび割れ、剥がれ等がない

こととする。 

なお、促進期間や規格値の設定の詳細については「4(2)エ 要求性能毎の品質規格」【解

説】に示す「照査方法と品質規格の考え方」2. 耐候性を参照のこと。 

 

5(4)イ(イ)2) 付着性 
多様な環境条件で供用される開水路では、水分・温度等の変化を受けるため、施工初期

の付着性のみならず、シート工法の効果が期待される期間中、既設コンクリート躯体との

付着性が要求される。 
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【照査方法】 

JSCE-K 561「コンクリート構造物用断面修復材の試験方法(案)」に基づき、同試験方法

（案）「5.8 付着試験」の環境条件に示す、標準条件、多湿条件、低温条件、水中条件、乾

湿繰返し条件、温冷繰返し条件下における付着強さを測定し、付着性を照査する。 

なお、不陸調整材を用いる場合は、不陸調整材を用いた仕様で供試体を作成し、照査し

なければならない。 

 

【品質規格値】 

標準条件、多湿条件及び低温条件での品質規格は 1.5 N/mm2 以上とし、水中条件、乾湿

繰返し条件及び温冷繰返し条件は 1.0 N/mm2以上とする。 

なお、試験結果には付着強さ試験後の破断面の位置と状況を明記するものとする。 

 

5(4)イ(イ)3) 耐摩耗性 
シートは、流水や混入土砂によるすり磨き及び衝撃によって選択的摩耗 2)が生じる。シー

トの摩耗が進行すると、鉄筋の被り不足や粗度係数の悪化による通水性の低下を招くおそ

れがあることから、耐摩耗性が要求される。 

 

【照査方法】 

シート工法の耐摩耗性は、開水路コンクリートに生じている選択的摩耗を考慮し、水流

摩耗試験により評価することとした。水流摩耗試験としては、水砂噴流摩耗試験 2)に基づく。 

なお、シート工法の効果が期待される期間を 20 年と想定した場合、水砂墳流摩耗試験(水

圧 2 MPa)により、材齢 28 日のあらかじめ決められた補修材供試体 3 個の 10 時間後の平均摩

耗深さを照査する。 

 

【品質規格値】 

品質規格値は、水砂噴流摩耗試験装置における、標準モルタルの 10 時間平均摩耗深さの

基準値 A mm（＝3.5 mm）＊1 と各補修材の平均摩耗深さ B mm の比「B/A」で規定する。

品質規格値 B/A は、表 5.4.2-2 に示すとおりである。 

また、被覆厚さの設計に際しては、表面被覆工の経年的な摩耗量を見込んだ上で必要な

被覆厚さを検討するよう注意しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 
2) 長束 勇、上野 和弘、渡嘉敷 勝、石井 将幸：水砂噴流摩耗試験機の試作とその性能評価、農業農村工学会論文集 

No.266、2010.4、pp.25-31 
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表 5.4.2-2 シート材料の耐摩耗性の品質規格値 

材料の種類 標準モルタル供試体の 10 時間

平均摩耗深さの基準値 [A] 

(3.5mm)＊1と各補修材の平均摩

耗深さ[B]の比（B/A） 

参考＊2： 

補修材の許容平均摩耗深さ

（10 時間） 

mm 

無機系ライニングシート 1.5 以下 5.2 以下 

（1.5 [B/A]×3.5 [A]＝5.25） 

FRP シート＊3 0.2 以下＊3 0.7 以下 

（0.2 [B/A]×3.5 [A]＝0.7） 

 ＊1 標準モルタル供試体の平均摩耗深さの基準値 [A] 3.5mm は、これまでに水砂噴流摩耗試験で得られた標準モ

ルタル供試体 10 時間平均摩耗深さの母平均及び標準誤差より算出し、安全側を考慮し実測データの母平均

3.62mm より 0.5mm 刻みで切り捨てした。 

 ＊2 補修材の許容平均摩耗深さ（10 時間）は、10 時間平均摩耗深さの基準値[A] (3.5mm) × B/A より算出した値。

小数点 2 桁とした場合では計測が困難となるため、安全側に値の端数を切り捨てた小数点 1 位の値とした。 

 ＊3 有機系では、補修材料の部材厚の 1/3 と補修材の平均摩耗深さ [B] のうち小さい方を許容値とすることを基本

とするが、部材厚が 2.1mm（0.7mm の 3 倍）を上回る場合は、部材厚の 1/3 を許容値とする。 

 

＜設定例＞ 

FRP シート工法の効果が期待される期間 20 年とした場合に相当する水砂噴流摩耗試験時

間は 10 時間である。FRP シート工法の部材厚を 2.0mm（2.1mm 以下）とした場合、補修

材料の部材厚の 1/3 は 0.6mm (＝部材厚 2.0mm×1/3 を安全側に値の端数を切り捨て小数点

1 位とした値) であり、 補修材の平均摩耗深さ 0.7mm より小さくなるため、許容値は

0.6mm とする。 

 

なお、促進期間や規格値の設定の詳細については、｢4(2)エ 要求性能毎の品質規格｣

【解説】に示す「照査方法と品質規格の考え方」4. 耐摩耗性を参照のこと。 

 

5(4)イ(イ)4) ひび割れ追従性 
既設水路躯体に幅の変動があるひび割れがあり、かつ被覆材の表面にひび割れの発生を

許容しない場合、シート工法にはひび割れ追従性が要求される。 

ＦＲＰシート工法はシート本体が有する伸び性能によって、補修の効果が期待される期

間中、ひび割れ追従性を保持することが求められる。 

無機系ライニングシート工法は、既設水路躯体との間に接着用ポリマーセメントペース

トと保護モルタルの間にシート材を施すものであり、ひび割れ追従性が小さいと言える。 

しかし既設水路躯体に幅が変動するひび割れが有る場合、シート材がひび割れの動きを

絶縁し、ひび割れが表面に達することを防ぐと考えられるため、適切なひび割れ補修対策

を併用することを前提として、ひび割れ追従性の照査を省略するものとした。 

 

【照査方法】 

ひび割れ追従性の照査は、JSCE-K 532「表面被覆材のひび割れ追従性試験方法(案)」、また、
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繰り返しひび割れ追従性は、表面被覆材の繰り返しひび割れ追従性試験方法(案)に準拠し行う。 

 

【品質規格値】 

a) 標準供試体の引張試験を行い、その伸び量が 0.4 mm 以上を中追従(鉄筋コンクリート

を想定)、1.0 mm 以上を高追従(無筋コンクリートを想定)と品質区分する。 

b) 繰返しひび割れ追従性の試験体は、ひび割れ追従性試験に準じ、初期変位 0.2 mm、

変動幅 ± 0.1mm、繰り返し周波数 1 Hz、繰返し回数 7,300 回以上行い被膜表面に破断

がないこととする。 

なお、繰り返しひび割れ追従性の促進期間や規格値の設定の詳細については「4(2)エ 要

求性能毎の品質規格」【解説】に示す「照査方法と品質規格の考え方」8. ② 繰り返しひび

割れ追従性を参照のこと。 

 

5(4)イ(イ)5) 耐凍害性 
凍害のおそれのある地域では、無機系ライニングシート工法に耐凍害性が要求される。Ｆ

ＲＰシート工法の場合は耐凍害性の照査は必要ない。 

 

【照査方法】 

無機系ライニングシート工法は有機系材料と比較して吸水しやすいため、凍害による劣化

が生じやすい。したがって、JIS A 1148「コンクリートの凍結融解試験方法」（Ａ法、300

サイクル）に基づき、被覆材の凍結融解作用に関する照査を行う。 

 

【品質規格値】 

(公社)土木学会「コンクリート標準示方書［設計編］」の凍害に関するコンクリート構造物

の性能を満足するための凍結融解試験における相対動弾性係数の最小限界値を参考に、開水

路の設置環境として、①気象条件として、凍結融解がしばしば繰り返される場合、②構造物

の露出状態として、連続してあるいは、しばしば水で飽和される場合、③断面が薄い場合に

相当するとして、相対動弾性係数 85%以上とする。 
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5(4)ウ 工法の施工 

シート工法の標準的な施工手順を次に示す。 

なお、材料・工法の相違によって、施工手順が異なる。 

 

（1）ＦＲＰシート工法 

1. 準備工 

2. 下地処理工 

3. 不陸調整工（必要に応じて） 

4. プライマー工 

5. シート貼付工 

6. 紫外線照射工 

7. 仕上げ工 

 

（2）無機系ライニングシート工法 

1. 準備工 

2. 下地処理工 

3. プライマー工、接着用ポリマーセメント塗布工 

4. シート貼付工 

5. 保護モルタル塗布工 

6. 養生工 

 

【解説】 

（1）ＦＲＰシート工法 

1.  準備工 

準備工については、「4(3)ア 準備工」を参照されたい。 

水路躯体に侵入水や湧水がある場合は、事前に止水又は導水対策を行う。 

 

2.  下地処理工 

下地処理工については、「4(3)イ 下地処理工」を参照されたい。 

 

3.  不陸調整工（必要に応じて） 

凹凸が大きい箇所等必要に応じて、断面修復工や既設水路躯体（下地コンクリート）表

面の不陸調整を行う。 

 

4.  プライマー工 

水分計を用い、既設水路躯体（下地コンクリート）の水分を測定し、5％未満であるこ

とを確認した後、プライマーをゴムベラやローラー等でシートを貼り付ける範囲全体に塗

布する。表面含水率が高周波水分計で 5%以上であった場合は、強制乾燥等を行い施工す

る。 



 

-164- 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.3-1 ローラーによるプライマーの塗布状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.3-2 ヘラによるプライマーの塗布状況 

 

5.  シート貼付工 

①  シート貼付及び脱泡作業 

プライマーが固化する前にシートを貼り付け、プライマーとシートの間の空気を金属

ヘラ等で脱泡する。 

シート表面（紫外線照射側）の保護フィルムに汚れやプライマーが付着している場合、

硬化の阻害となる場合があるため、紫外線を照射する前に保護フィルム表面をウエス等

で清掃する。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.3-3 脱泡作業状況 
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②  シートの重ね幅 

シートの重ね幅は、50 mm 以上とする。 

 

6.  紫外線照射工 

①  シートの硬化方法 

シート貼付後、紫外線遮蔽用設備を外し、太陽光を利用して紫外線を照射する。 

太陽光が届かない場所においては、紫外線照射器によりシートを硬化させる。 

②  硬化確認 

シートの硬化確認は、JIS K 5600-5-4「引っかき硬度（鉛筆法）」に準じて行う。芯の

先を尖らせない状態でシートに引っかき傷が残らなければ硬化完了とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.3-4 硬化確認状況 

 

7.  仕上げ工 

①  端部調整 

表面の保護フィルムを剥がし、シート端部からはみ出したプライマーの重合わせ部分

のまくれ等をスクレーパー等で削り取り、平滑にする。 

さらに、既設水路躯体とシートの継目をプライマーでスムーズに平滑に仕上げる。 

 

②  トップコート塗布 

紫外線によるシート劣化防止のため、表面に、ローラー、刷毛を併用し、色むら塗り

残し、ダレ等がないようトップコーティングする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.3-5 トップコート塗布状況 
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（2）無機系ライニングシート工法 

1.  準備工 

準備工については、「4(3)ア 準備工」を参照されたい。 

 

2.  下地処理工 

下地処理工については、「4(3)イ 下地処理工」を参照されたい。 

水路躯体に侵入水や湧水がある場合は、事前に止水又は導水対策を行う。 

既設水路躯体のひび割れは、必要に応じてひび割れ補修を併用し、断面修復工は、表面

被覆工に先立ち行う。 

 

3.  プライマー工、接着用ポリマーセメント塗布工 

プライマーを既設水路躯体（下地コンクリート）に塗布し、水路躯体表面及びシートの

接着材として、接着用のポリマーセメントをペースト状に塗布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.  シート貼付工 

接着用ポリマーセメント塗布後、速やかにシートを貼り付け、シートとポリマーセメン

トの間の空気をハンドローラーで押えて除去する。シート面下に空気溜りが残ると接着不

良の原因となるので、空気抜きを入念に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 5.4.3-7 シートの貼付け状況 

写真 5.4.3-6 ポリマーセメントの塗布状況 



 

-167- 

5.  保護モルタル塗布工 

シートの上から、ポリマーセメントモルタルをシート面に刷り込むように塗布する。表

面は金コテで平滑に仕上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.  養生工 

施工中、保護モルタルに乾燥ひび割れが生じないよう、必要な養生を行う。低温時の施

工にあたっては、施工中の加温養生等の対策が必要である。 

保護モルタルが流水で流亡しないように、3～4 日間養生してから通水する。 

 

写真 5.4.3-8 保護モルタルの左官仕上げ状況 
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第6章 ひび割れ補修工法 

6(1) 工法の概要・特徴 

ひび割れ補修工法は、劣化因子である二酸化炭素、塩化物イオン、水分、硫化水素等の侵入

の抑制等を目的とし、ひび割れを修復する工法である。 

開水路のひび割れ補修工法は、ひび割れの発生原因と発生状況等を考慮して、適切な工法を

選択する必要がある。 

(1)材料 

ひび割れ補修工法には、補修目的や既設水路の設置環境により異なるが、表面処理工法と同

様に無機系（ポリマーセメント系材料等）及び有機系（エポキシ樹脂系材料等）の材料が用い

られる。その選択にあたっては、各種材料の特徴を十分に考慮しなければならない。 

(2)工法 

ひび割れ補修工法の施工方法は、ひび割れ被覆工法、ひび割れ注入工法、ひび割れ充填工法

の 3 種類があり、ひび割れ幅や補修目的等により単独あるいは組み合わせて適用する。 

 

【解説】 

(1)材料 

ひび割れ補修工法には、無機系（セメント系・ポリマーセメント系）、有機系（エポキシ樹

脂系・アクリル樹脂系）の材料が用いられる。各材料の特徴を表 6.1-1 に示す。 

 

表 6.1-1 ひび割れ補修工法の主な使用材料の特徴 

 
無機系材料 有機系材料 

セメント系、ポリマーセメント系 エポキシ樹脂系、アクリル樹脂系 

特徴 

・エポキシ樹脂系材料と比較して安価で

ある。 
・熱膨張率がコンクリートに近い。 
・湿潤箇所に適用できる。 
・硬化がエポキシ樹脂系材料より遅い。 

・施工性に優れる。 
・熱膨張係数が大きい（コンクリートの約

5～10 倍）。 
・揺変性を付与したものや伸び率 50％以

上の性能を有するもの（可とう性エポキ

シ樹脂）等性状が豊富である。 
・可燃性がある。 
・紫外線、熱によって劣化する。 
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1.  無機系材料 

セメント系材料は、超微粒子セメントをベースにした材料であり、これまで注入が困難

とされてきた 0.2 mm 程度の微細なひび割れへの注入が可能である。 

ポリマーセメント系材料は、水性ポリマーディスパージョン、セメント及び細骨材を配

合した材料である。 

無機系材料は、躯体（既設水路コンクリート）に近い物性が期待できることから、有機

系材料に比べなじみが良く、湿潤面に対する付着性が期待できる。一方、乾燥面において

既設コンクリートとの境界でドライアウトを生じ、剥離する場合があるほか、材料の乾燥

収縮等がある。 

 

2.  有機系材料 

エポキシ樹脂系材料は施工事例が多く、硬質型のものから柔軟型のものまで開発されて

おり、ひび割れの状態（進行の程度）に応じて使い分けられている。接着力が強く、硬化

収縮が小さい等の特徴がある。低温時の施工性や伸び特性の低下に注意する必要がある。 

アクリル樹脂系材料は、比較的新しい材料である。特徴はエポキシ樹脂系材料と似てい

るが、粘性が低く、低温時の硬化性に優れている。 

 

(2)工法 

ひび割れ補修工法の施工方法には、ひび割れ被覆工法、注入工法、充填工法があり、ひび

割れ幅等の発生状況や補修目的を考慮して適切な工法を選定する必要がある。 

 

1.  施工の概要 

①  ひび割れ被覆工法 

ひび割れ被覆工法は、ひび割れ部分のコンクリート表面に被覆を施す工法である。ひ

び割れ幅が小さい場合(一般に幅 0.2 mm 未満)及びひび割れ内部が遊離石灰等で塞がって

いる場合に用いられる。一般に、塗膜弾性防水材、ポリマーセメントペースト、セメン

トフィラー等が用いられるが、ひび割れ幅の変動の有無により、使用する被覆材料とそ

の施工方法が異なる。 

ひび割れ被覆工法の一般的な施工例を図 6.1.1.2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

ひび割れ幅の変動が小さい場合           ひび割れ幅の変動が大きい場合 

図 6.1.1.2-1 ひび割れ被覆工法の例 

 




